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平 成 2 8 年 1 2 月 8 日 本会議発言項目  

質 問 項 目 要 旨 

１ がん教育授業の実施について ①国の「外部講師を用いたがん教育ガイ

ドライン」のがん専門家の医師の活用

について、また、がん教育授業実施後

のがん検診率が上がっている結果も

出ていることについて、ご所見をお示

しください。 

②明年のがん教育授業の実施有無につ

いてお示しください。 

２ 高齢者及び障がい者への地震災

害時の対策について 

①避難行動要支援名簿の「未回答」の方

への対応について、発災時の地域「個

別支援計画」の作成について、当局の

ご所見をお示しください。 

②「要配慮者」全体の避難行動支援策の

甲府市地域防災計画への位置付けに

ついて、各地域の実情に合わせた個別

計画作成について、当局のご所見をお

示しください。 

③「要配慮者」世帯で耐震改修が出来て

いない場合、命を守る確保ができ、圧

死の防止ができる「耐震ベッド」補助

実施について、当局のご所見をお示し

ください。 

３ 水害発生時の事前防災行動計画

と要配慮者の避難対応について 

① 避難行動で減災を目的としたタイム 

ライン「事前防災行動計画」策定につ

いてご見解をお示しください。 

② ザードマップに、住民の避難行動に

直結する情報の追加記載と「要配慮

者」の避難支援として安全に避難で

きる経路記載について、また、甲府

市地域防災計画における「要配慮者」

全体の避難行動支援策の位置づけと

各地域の実情に合わせた個別計画作

成について、当局のご所見をお示し

ください。 
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質 問 項 目 要 旨 

４ 地域包括ケアシステムの適切な

構築による認知症対策について 

① 知症ケアパスについて、全戸配布が

必要と 

考えますが、当局のご見解をお示し

ください。 

②適切な地域包括ケアシステム構築に

おいて、重要な地域の福祉窓口である

地域包括支援センターの市直営化や

補助拡大について、当局のご所見をお

示しください。 
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1、「がん教育授業の実施について」 

本項目の質問につきましては、2013 年に 1 回目を行って

から今回で 4 回目となります。 

がん教育の推進については樋口市長も県議会議員時代に、

がん対策の県条例を進められ「がん教育授業」を、いち早

く発言で取り上げ、進めてこられたことには敬意を表し、

有難く思っています。 

本日はまた改めまして市政への政策提案をさせて頂きた

いと思っています、どうか宜しくお願い致します。 

「健康と命の大切さを育む」という児童生徒への「がん

教育」は、今後、大きく進められていく予定ではあります

が、それを成功させるポイントの１つが外部講師として医

師、がん経験者の方々のお力だと考えます。 

まず医師は医療現場で、がん患者・ご家族などと接する

中、がんの怖さ、検診の重要性を熟知しており、その想い

を子供たちにダイレクトに伝えられること。そしてがん経

験者は、自身の貴重な経験から、生きていることの重み、

命の大切さを真正面から語れるからであります。 
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がん教育授業を推進されている、東大病院の中川恵一准

教授が最近、10 月 20 日付け日経新聞に香川県宇多津町での

「がん教育の成果」について書かれています。 

2013 年度から毎年、同町唯一の公立中学校で 2 年生を対

象にがんの授業をされており、がん教育を受けた子供たち

が保護者などにがん検診を勧めることは調査からも分かっ

ています。本市でも北東中に於いて、がん教育授業を地元

の「がん経験者」のご婦人が、ご自身の体験を通し行って

頂いており、私も過去 2回ほど参加させて頂いております。 

当該中学では授業を受けた生徒が親に検診を受ける様に

進めているとのお話もお聞きしました。本市でも一部です

が素晴らしい活動と共に成果となって表れているものと考

えます。 

前述の香川県宇多津町での乳がん検診では、がん教育授

業実施前の 2012 年度の受診率は 22・3％でしたが、14 年度

は 22・9 ポイント増の 45・2％に急増。また子宮頸がん検診

は 12 年度の 30・7％から 14 年度は 50・3％へと 19・6 ポイ

ント増加したとのことです。 
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もちろん、がん教育の主目的は「がんについて正しく理

解する」こと「健康と命の大切さについて主体的に考える

ことができるようにする」なのですが、良い二次的な副次

効果として「がん教育授業を受けた生徒が命の大切さを感

じ、親を思いやる心でがん検診を勧め、子供の素直な気持

ちに耳を傾け、検診を受けている」麗しい親子の絆に繋が

っていった結果だとも考えます。 

がん教育の副次的な効果を“検証”したケースは、埼玉

県熊谷市の全中学で「生命
い の ち

の授業」実施の例があり、2 年間

で最大 7 ポイント増加、女性 2 がん含む 5 大がんの検診率

が増加しています。 

この熊谷での授業を進めているのは、がん経験者で、子

供を小児がんで亡くされたお母さん方 3 人が一組になって

授業を展開するという方式でもあります。 

がん教育は教師によるクラス単位での「がんの授業」と、

外部講師による学年単位の「がん教育」を「車の両輪」と

して行うよう文部科学省でも推奨をしております。 
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この様に、先進的な取組みの市町村での副次的効果で、

がん検診の受診率アップに外部講師の授業が効果的なのは、

医療現場や経験者の方々からの肉薄する体験的な話のため

だと言われています。 

そこで質問します。国の「外部講師を用いたがん教育ガ

イドライン」には、がんへの理解や、患者への正しい認識

を深めるため、がんの専門家の医師の活用が重要との記載

が有ります。更にがん教育を実施した各市町村の調査結果

で、がん検診率が上がっているとの調査結果も出ています。

がんへの理解と、本市市民への検診率向上啓発に於いても

良いことと思えますが、御所見をお示しください。 

本年、文科省では、児童生徒への「がん教育」の「教材」

を完成させ、都道府県・政令市にと発出しましたが、これ

に対応した「学習指導案」も完成し、自治体側に送られま

した。学習指導案では、教師が「がん」の授業・特別活動

などを、どのように進めていくかを示した“学習指導・学

習支援の計画書”であります。何時間の授業時間で指導す

るか、授業の学習形態、順序や方法、どのように児童・生
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徒を評価するかについては、今年度中の検討が求められて

いるとお聞きしています。 

また「指導案」は小中高別に作成されており、中学と高

校は保健体育「がんと健康」と、特別活動「がん患者への

理解と共生」に分けられています。 

中学の保健体育の「がんと健康」では、目標を「がんに

ついて関心をもち、学習活動に意欲的に取り組むとともに、

自らの健康的な生活を実践しようとする態度を身に付ける

ことができるようにする。」「がんについて、知識を活用し

た学習活動により、課題の解決を目指すための、思考力、

判断力、表現力を身に付けることができるようにする」 

「がんの疾病概念や予防等について、正しい基礎知識を身

に付けることができるようにする」としています。 

文科省からは、がん教育実施の際に「教材」と併せ、活

用をとの推奨をしています。 

そこで質問します。過去本会議ご答弁での「年間の教育

課程に沿って標準授業時数を確実に確保し、児童生徒の実

態や発達段階に応じたがん教育に取り組めるように努めて
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行く」と有りました。国では明年実施の方向で発出がされ

ていますが、本市での がん教育授業を明年実施するか否か

に付いて、ご見解を明らかにお示しください。 

 

○長谷川義高 甲府市教育委員会 教育長 答弁 

近年疾病構造の変化や高齢化社会の進展など児童生徒を

取り巻く社会環境が大きく変化してきております。 

学校における健康教育もこういった変化に対応していく

ことが必要であり、とりわけ「がん教育」の進展が求めら

れております。 

このため、各学校におきましては、学習指導要領に基づ

き小学校体育科、中学校保健体育科で特別活動等において

健康教育の一環として、がんに関連する学習を行っており、 

特に小中学校の一部では、がん罹患経験者等の外部講師

を招いた「がん教育」を平成 25年度から実践しております。 

文部科学省においては、平成 29 年度以降、学校における

「がん教育」を全国的に展開することを目指しており、 
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本市小中学校におきましても、各学校の保険計画や年間

指導計画等に「がん教育」を位置付けるとともに、 

文部科学省及び、山梨県から示された資料の活用など、 

平成 29 年度の「がん教育」実施に向け準備を進めるよう、 

全小中学校に指示をしたところです。 

医療従事者等の外部講師を活用した学習や教員の研修につ

きましても、従来のがん検診受診率の向上をはじめ、 

健康教育の充実を図る上でも効果的であると認識してお

りますので、実現に向け努めてまいります。 

なお文部科学省の「外部講師を用いたがん教育ガイドラ

イン」には、小児がんの当事者である児童生徒等や、家族

にがん患者がいる児童生徒等への十分な配慮が必要である

こと、外部講師の調整や教材など都道府県教育委員会の方

針に則って取り組みを進展することなどが示されており、 

今後、山梨県教育委員会との連携を図る中で、学校にお

けるがん教育を推進して参ります。 
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○佐野弘仁 再質問 

長谷川教育長自ら、詳細なご答弁を賜り、心から感謝を

致します。 

本日はご答弁で、本市の『各学校の保険計画や年間指導

計画等に「がん教育」を位置付ける』とのこと、重要な施

策の推進に感謝申し上げます。 

また「がん教育授業」の実施についてでありますが、 

 『平成 29 年度の「がん教育」実施に向け、準備を進める

よう、全小中学校に指示をして戴いた』こと、明年実施に

向けての、教育長の御英断に深く感謝致します。 

前段でも述べましたが、樋口市長は県議時代、県に於い

て政策実施を訴え進めて来られていたことであり、私も 3

年ほど前より取り上げ、今期課題として掲げました。 

現在、がん教育授業の実施は、全国的にも少なく県内各

市町村では未だ実施されておりません。県内に先駆け実施

となれば、子ども福祉施策充実の甲府であること共に、教

育でも、子ども最優先のまち甲府にふさわしい施策の一歩
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前進として、本市は高く評価されることであります。甲府

市民として嬉しく思い、心より感謝申し上げます。 

次にがん教育授業を行う上の具体的施策実施時における、

ドクターや、がん経験者の方々などによる医療従事者等の

外部講師を活用した学習や、それとともに教員の研修など

についても、 

将来の がん検診受診率の向上を始め、健康教育の充実を

図る上で効果的であると認識されていて、実現に向け努力

されていくとのこと、これも非常に嬉しい事です、重ねて

感謝したいと思います。ありがとうございます。 

最後に要望となりますが、実施に向け重要なこととして、

ご答弁の通りに「小児がんの当事者児童生徒、家族にがん

患者がいる児童生徒への十分な配慮」が最優先だと考えま

す。命の大切さを教える「がん教育授業」の実施により、

がん検診率の向上と言う副次的効果もさることながら、 

児童生徒が、友達を大事にする心、他者への思いやる心を

醸成する「がん教育授業」として行って頂きたい事をお願

いし、重ねて感謝申し上げまして、次の質問に移ります。 
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地元新聞 12 月 9 日付け紙面 
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2、「高齢者及び障がい者等への 

地震災害時の対策について」   

まず初めに、高齢者、障がい者等を含み「避難行動要支

援者名簿」該当者を含む「要配慮者」は、地震発災後の地

震が収まった後、支援して頂く地域の方々に助けられ介助

を受けながら自宅から避難し、避難経路を通って、避難場

所や福祉避難所、福祉避難室などに到着します。 

この時「避難行動要支援者名簿」に該当する住民の内、「同

意者」については本人承諾も有り、地域に氏名等が公開さ

れても問題は無いですが、概ね 34％に当たる「未回答」の

方々については本人の確認や、地域でも状況掌握が出来き

れていないことに拠り、全公開され対応を行う場合には、

発災時の混乱と相まって、多大な影響と混乱が避難所運営、

避難時に発生するものと考えられます。 

そこで質問します。福祉避難所、福祉避難室への避難が

想定される高齢者や障がい者を含む「避難行動要支援者名

簿」への登録意思の確認に対して、「未回答」と回答してい

る方への対応を早急に実施し、発災時に地域へ周知する方
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法等も含めた「個別支援計画」の作成が必要と考えますが、

当局の御所見をお示しください。 

次に、この避難所に到着する前の「避難途中」の時間軸

に遡って確認、推測をすると。地震発生発災後の地震が収

まった後、高齢者、障がい者を含む「避難行動要支援者名

簿」該当者を含む「要配慮者」は、支援して頂く地域の方

に助けられながら、自宅から避難をし始めます。 

この時、地域の誰がこの方々の支援を行い、どのルート

を使い安全に介助しながら避難させるか、地域で明確に計

画を立てる必要があるものと考えます。このことから「甲

府市地域防災計画」でも個別に必要な計画として、今後に

於いて明確にする必要があるものとも考えます。 

そこで質問します。「要配慮者」全体の避難行動支援策を

「甲府市地域防災計画」へ位置付けるとともに、どの様に

地域で支援し避難させるかをより具体的に全体計画の中で

明記し、各地域においてその避難行動支援を円滑に進める

ため、各地域の実情に合わせた個別計画の作成も必要と考

えますが、当局の御所見をお示しください。 
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次に、「避難行動要支援者」含む「要配慮者」の地震発生

時点での時間軸に遡り、被害状況を推測してみると。 

阪神・淡路大震災は震度 7 で、全半壊約 25 万棟、死者 6437

人・負傷者 43792 人の被害であり、8割、約 5 千人以上が家

屋の倒壊や家具の転倒によって死亡したといわれています。 

耐震補強工事は、建物の状況や補強の手法によって 2 軒

と同じ工事はないといわれるほど千差万別で、設計や工事

費用の面で大きな負担となっています。これを示す様に、

甲府市全体での市内対象家屋１万１千軒余の内、耐震改修

済み家屋も約 100 軒の凡そ 1％のみで、５年前の調査から殆

ど増えていません。要配慮者世帯には更に経済的負担も重

く圧
の

し掛かってくることから、耐震改修は進まないと推測

できます。一般世帯含む未改修は 1 万 1 千軒余ですが、避

難行動要支援者だけでも合計約 6 千 5 百人余が対象となる

事から、逃げ遅れでの被害は大きいと予測され、更に要配

慮者数も被害推計に加味すると甚大だと考えます。 

阪神淡路大震災発生は午前 5時 46 分で多くの人が寝室で

睡眠中に発生、とっさに反応できずに建物の倒壊に巻き込
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まれた人々も多かったことが被害増大の要因でした。 

高齢者の要介護者や要配慮者にとっては、寝室はほぼ一

日 24 時間を過ごす場所で有ることから、早急に改善策を勘

案し、対策を打つべきものだと考えます。 

内閣府から「住宅における地震被害軽減に関する指針」

の概要に示している通り、家屋が倒壊しても生存空間確保

ができる、ベッドを囲む「耐震介護ベッド用シェルター」

の設置助成の制度設計を行い、弱者と言われる「要配慮者」

への「生き残ることへの対策」を行うべきと考えます。 

本市でも倒壊被害が大きいと想定されている、東海地震

の被害が最も大きい静岡県では、4市がいち早く助成制度を

設けたほか、東京都では 12 の市区で、神奈川、長野、新潟

の各市などでも防災ベッド等の設置助成を行っています。 

そこで質問します。避難行動支援が必要な「要配慮者」

世帯に於いて耐震改修が出来ていない場合、大地震では家

屋倒壊で避難行動が間に合いません。まずは避難の前に命

が助かること。命を守る確保ができ、圧死の防止ができる

「耐震ベット」補助が福祉施策として必要と考えますが、
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当局の御所見をお示しください。 
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○早川 守 危機管理監（部長）答弁 

「高齢者及び障がい者等への地震災害時の対策について」 

東日本大震災では、犠牲者の過半数を６５歳以上が占め、

障がい者等の犠牲者は健常者の２倍にのぼり、災害発生時

に自力で避難することが困難な方への避難支援が急務とな

った教訓を踏まえ、平成２５年に災害対策基本法の一部が

改正され「避難行動要支援者名簿」の作成が自治体に義務

付けられたところであります。 

こうした中、本市におきましては、昨年１２月に避難行

動要支援者名簿を作成し、名簿の掲載に同意をいただいた

方の情報を自主防災組織等と共有しております。 

この名簿の趣旨は、平常時から地域の避難行動要支援者

を把握し、災害発生時に備えて避難支援の体制づくりを行

い、災害発生時に避難支援や安否確認等を迅速かつ円滑に

行うことを目的としております。 

名簿掲載の同意書への未回答者につきましては、支援に

対する意思の確認や詳細な情報が取得できないなど、個別

計画の作成が困難になりますことから、毎年行います名簿
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更新作業時において、同意書の提出を依頼することとして

おり、未回答者に対しましては、意思の確認をいただける

まで粘り強く取り組んでまいります。 

次に、要配慮者の避難行動支援策の地域防災計画への位

置付けといたしましては、現在その基本計画となります「全

体計画」を作成しているところであり、避難支援実施時に

おける住民の活動に、障害や混乱が生じることのないよう、

具体的な支援策などを示してまいります。 

また、個別計画につきましては、避難支援等の実施計画

となりますことから地域の実情に応じた計画の作成に取り

組んでいただけるよう、全体計画に取り組み方法を掲載す

るとともに、本市が来年度から実施いたします地域に出向

いての地域に即した防災研修を行う中で個別計画の作成支

援に努めてまいります。 
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○相良治彦 甲府市 福祉保健部長 答弁 

「 『耐震ベッド』購入への補助について」 

阪神・淡路大震災でお亡くなりになられた方のうち、 

８４％の方が家屋の倒壊や、家具の転倒が原因となってい

ることから、旧建築基準法による木造住宅は耐震化を行う

ことが重要であります。 

しかしながら、諸々の事情により耐震化が出来ない世帯

もあることから、その代替措置として、また就寝時に於い

て命を守ることを目的として、「耐震ベッド」は開発されて

きております。 

「耐震ベッド」は住宅の耐震工事に比べて安価であるこ

とから、近年注目がされてきており、東京都内、静岡県内、

三重県内などにおける一部の自治体で補助を行っている状

況であります。 

本市におきましては、費用面から比較的取り組みやすい

耐震対策として、家具の固定を推進しており、また、住宅

の耐震改修におきましても、命を守る取組として、促進を

図っておりますので、「耐震ベッド」への補助につきまして



24 

 

は、引き続き多角的な視点で調査・研究を行って参ります。 
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○佐野弘仁 再質問 

多岐にわたり詳細なご答弁大変にありがとうございまし

た。 

今回は「避難行動要支援者名簿」該当者を含む「要配慮

者」の方々の避難行動を避難所到着時、避難時、発災時の

時系列で時間を逆に辿り、課題点を解析し質問させて頂き

ました。 

私もボランティアで阪神淡路大震災支援を若い頃行い、

東日本大震災の泥上げで何度も行かせて頂き、此の高齢者

や障がい者の方々が被害に遭われるさまには胸が詰まり、

起きてしまった惨状には大いに憂う処であります。 

避難行動要支援者名簿登載の方々や要支援者の方々に対

し、当局ご答弁の通り、東日本大震災で犠牲になられた方

は障がい者、要配慮者は健常者の二倍、犠牲者過半数を  

６５才以上の高齢者が占めている現状を考えれば、喫緊の

課題で有ることは当局ご答弁の通り大いに同感です。 

未回答者の方々に対する当局の御努力は理解し、粘り強

く取り組んで戴くとの強き意志に心強く勇気が湧いてきま
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す、「意思確認」については相手の実情も有り、険難な作業

であるでしょうが、どうか宜しくお願い致します。 

さて、個別計画については地域の実情に応じた避難行動

支援計画策定についてを、「甲府市地域防災計画」への全体

計画に、取り組み方法を記載して頂けるとの事、大事なこ

とだと考えます。これに付いては感謝申し上げ、一点要望

を致します。 

来年度から実施する地域に出向いての地域に即した防災

研修を行う中で、個別計画の作成支援を行いながら、未回

答者の方々に対する確認などについても、確認出来得る範

囲で良いと考えますが、守秘義務を持つ地域の民生委員さ

んなどと協議しながら、都度出向いた先で具体的な把握に

努めて頂きたいと考えます。宜しくお願い致します。 

最後に耐震ベットについてでありますが、内閣府発出の

「住宅における地震被害軽減に関する指針」の概要では、

耐震改修と合わせて「耐震介護ベッド用シェルター」が併

記されているのは承知しています。このことから所管は建

設部と考えますが、本質問の通り、一度は福祉施策として
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考えなければならないもの考えます。先ほどの質問前段で

の甲府市での被害者推計、また当局ご答弁の通り、高齢者、

要配慮者被害者数などから、喫緊の課題です。 

今後も両所管にて調査・検討、研究をして戴きたい事も

併せ要望を付して本質問を閉じさせて頂きます。 
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3、「水害発生時の事前防災行動計画と 

要配慮者の避難対応について」  

全国的に昨年と今夏で、ゲリラ豪雨、台風や集中豪雨等

による水害が頻発をし、本市でも浸水箇所が発生しました。 

本年、甲府地区広域行政事務組合の視察で茨城県常総市

を訪れ、昨年九月の鬼怒川堤防が決壊した現場や、被害状

況や対策などについて視察させて頂きました。 

多数の住民が取り残され孤立し甚大な被害を被ったこと

は記憶に新しいところであります。 

まず初めに「事前防災行動計画」タイムラインについて

ですが。災害発生を前提に、気象台、市行政防災関係部署、

消防関係機関などの組織間連携で、災害時に発生する状況

を予め想定し「いつ」、「誰が」、「何をするか」に着目し、

防災行動とその実施主体を時間軸で立て分け、時系列で整

理した計画であります。目的も「被害の発生を前提とした

防災」として、タイムラインを使い、減災を実現すること

としています。 

常総市では市内での降雨量は少なかったものの、上流域
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では想定降雨量を明
はる

かに超えた豪雨で、避難行動に移るこ

とが遅れたとの事でありました。これは地域に想定してい

る降雨量を基準にしている以上、防ぎようの無いことと言

わざるを得ないですが、気象台などとも連携を良く取れる

体制にした上で、時系列で整理した行動計画が立てられて

いればより速い避難行動に移れたものとも考えられます。 

そこで質問します。国は台風災害の直撃から逆算した避

難行動で減災を目的とした‶「事前防災行動計画」タイムラ

イン″を、浸水する恐れのある地域で平成 32 年度までに策

定を進めるとのこと。この時系列で行動を決めておく避難

勧告等の発令に着目したタイムラインについて、本市での

策定についての御見解をお示しください。 

次にハザードマップについて伺います。 

前述の常総市で作成された水害ハザードマップでは、浸

水する水の深さだけがわかるようになっていて、近くに決

壊の危険が過去あり、家屋が押し流される可能性があるこ

とや、また、川から離れた場所では何時間も後になって浸

水するといったことが不明確で、住民がどう行動したらよ
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いかわかりにくかったという指摘がありました。 

この様な事態に対処するため、国は、事前に地域におけ

る水害特性等を十分に分析することや、早期の立退き避難

が必要な区域を設定することなどを盛り込み、「水害ハザー

ドマップ作成の手引き」を、本 H28 年四月に改定しました。 

本市の水害に起因する洪水、土砂災害ハザードマップ、

内水ハザードマップ等について確認してみてみますと、マ

ップ内容は、水の深さ、過去の浸水実績、避難所等を記載

したものです。HP 上では閲覧ができますが、過去浸水や被

害が有った対象地域への全戸配布や、また、過去を知らな

い新住民や、いち早く避難行動を起こさなければならない

上記地域「要配慮者」への情報としても配布が必要です。 

まずは支援の必要な「要配慮者」がハザードマップを見

て具体的な避難行動に移る認識が出来るようにすることは

最も重要だと考えます。 

そこで質問します。水害による洪水、土砂災害等の被害

が想定される各ハザードマップに、特別警戒区域等には「早

期立ち退き避難が必要」など、住民の的確な避難行動に直
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結する情報を記載すること。と共に「要配慮者」の避難支

援として安全な避難経路記載も必要だと考えます。 

また「要配慮者」全体の避難行動支援策を「甲府市地域

防災計画」へ位置付けるとともに「地域で支援し避難」を、

より具体的に全体計画の中で明記し、各地域での避難行動

支援を円滑に進めるため、各地域の実情に合わせた個別計

画の作成も必要と考えますが、御所見をお示しください。 
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○早川 守 危機管理監（部長）答弁 

「水害発生時の事前防災行動計画と 

要配慮者の避難対策について」   

台風などの大雨時における避難情報は、気象台からの情

報や気象情報などを勘案する中、避難勧告等判断伝達マニ

ュアルに基づき発令しておりますが、短時間での記録的な

大雨などでは、瞬時の判断が求められます。 

こうした実情を踏まえ、本市では、本年度洪水予報河川

であります笛吹川のタイムラインを策定いたしました。 

タイムラインでは、大雨時などにおいて時間軸に沿った

防災行動を可能としますが、流域面積が小さい相川や濁川

などの水位周知河川は、降雨時による水位上昇が短時間で

あるなどタイムラインの設定が困難なことから、現在はも

うひとつの洪水予報河川である荒川について、山梨県とタ

イムラインの作成を協議しているところであります。 

次に、ハザードマップへの避難行動に直結する情報の掲

載につきましては、国土交通省が笛吹川の浸水想定図を今

年度発表し、山梨県が相川や濁川などの浸水想定図を年度
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内に発表する予定であり、これに基づき本市は、浸水ハザ

ードマップを改定する予定でありますことから、更に市民

にわかりやすく充実した情報の掲載に努めてまいります。 

次に、要配慮者の避難経路等の掲載につきまして、地域

の実情に応じた詳細な検討が必要となるなど、ハザードマ

ップへの表記は、困難でありますが住民間で情報を共有す

ることは、重要でありますことから地域の安全安心に向け

た取組を推進してまいります。 
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○佐野弘仁 再質問 

詳細なご答弁、大変にありがとうございました。 

まずタイムラインについてですが、甲府市では国の指針

を受け、笛吹川水系でのタイムラインは策定されたとの事、

また私の地元でもある伊勢町を流れる荒川については、県

と作成を協議されているとの事、これは是非とも策定し、

これに基づく避難体制構築など個別計画策定を本市の防災

全体計画に位置付け、取り組み方法を記載して頂けるよう、

一日も早く策定し、我が地域の伊勢など流域自治体に周知

して頂きたいものと考えます。 

伊勢地区のある相談役からは防災について、地震も含め

避難場所は荒川土手近くを避難地としている場合もあるの

で、洪水、地震と分けるか両方大丈夫なように避難地を変

えなければならないが、具体的なものが欲しいと言われて

おりました。 

対象流域地域などや、荒川に係る流れ込みを持つ河川も

タイムラインに拠り、良い波及効果として、いざ水害発生

の時の避難行動も取りやすくなるものと考えます。 
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次にハザードマップ浸水想定図を基に改定されるとのこ

とは、どうかよろしくお願い致します。 

最後になりますが要配慮者の避難経路等の記載でありま

すが、あらゆる方々の避難経路を明記するのが、市で記載

困難であることはわかりますので、これに基づく避難体制

構築などと共に個別計画策定を本市の防災全体計画に位置

付け、取り組み方法を記載するなどして地域にお願いして

作って頂くことは重要な取組みであると考えますので、 

これは最後に要望としてお願いし本質問を閉じさせて頂

きます。 
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4、「地域包括ケアシステムの 

適切な構築による認知症対策について」 

団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年に向け、甲府市で

も「地域包括ケアシステムの構築」実施が、26 年度からス

タートし始めました。最近特にニュースで取り上げられて

いる認知症発症者予測は H３７年には、推計で約７００万人

に達すると見込まれております。 

特に、フォーマルな公助での拡充策は必要で且つ重要で

あり・インフォーマルな共助、近助も加えた支援での「認

知症介護・見守り」の両面が必要だと考えます。 

甲府市では「認知症ケアパス」で、認知症の状態や状況

に応じ、いつ、どこで、どのような医療や介護サービス、

相談、その他の支援などが利用できるかの概略を示してい

ます。 

昨今のニュースや前述の予測指数が示す様に、今後、認

知症や、まだらと言われる認知症と見え難い発症も高くな

ることが予想され、状態の変化や目安などを知り、相談す

る場所が即座に分かることは、とても大切なことです。 
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詳しい内容や利用については、地域を担当する地域包括

支援センター、または高齢者福祉課などにご相談ください

と「認知症ケアパス」に記載ありますが、HP 掲載と高齢者

福祉課などの窓口で配布されていますが、必要としている

市民には周知が余り図られていません。そこで質問します。 

認知症かも知れないと悩む市民が今後増加することが予

測される状況に対し、必要な情報や相談窓口などが記載さ

れている「認知症ケアパス」小冊子については、今後福祉

施設や全戸配布も必要と考えますが、当局の御見解をお示

しください。 

さて基礎自治体市町村では、新たな地域支援事業として、

国より H30 年度に向け「認知症地域支援推進員」の実施の

要請がありました。支援機関をつなぐコーディネーターで

有り、重要な地域と言うキーワードで地域における認知症

の支援体制構築を図ることが目的であります。 

私もこのことについては「甲府市の認知症地域支援推進

員施策について」に於いて、配置して戴きたい旨を 14 年 6

月本会議で述べさせて頂きました。この後当局の英断によ



38 

 

り 15 年には 9 包括に「地域支援推進員」各 1 名を配置して

戴きましたことに心から感謝申し上げ、市当局のご努力で

認知症施策推進が一歩前進したことを高く評価させて頂き

たいと思います。 

 

 

 

 

 

 

またこの施策と併せ、県が行う事とする「認知症施策普

及・相談・支援実施事業」実施要綱で、相談体制の設置が

出来る事として有り「事業内容」の項目に「認知症地域支

援推進員」と連携し、事業を推進する事としています。 

この制度に拠り非常に御苦労されている地域包括支援セ

ンター担当職員を強力にバック Up出来る体制や仕組み作り、

陣容も厚く出来る事や、その中での困り事を県に繋げられ、

解決を図られる協力体制とできたものと考えます。 
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しかし現状の包括支援センターについては相談件数の 

増加に拠る事務の増加や、何処の包括も相談を受けるスペ

ースも手狭で、限られたなかで職務を行う状況であります。 

また運営主体も社会福祉法人や医療法人に委託しており、

法人ごとに抱えている現状の課題や、将来的に場所や経費

を、全て法人で担っていくのかなど、大きな課題もあるも

のと考えます。本市も現状の改善を目指し補助として、平

成 27 年度からの委託料は上がっていますが、今後の補助拡

大の限度を含め、計画的にどう予算立てをしていくのかも

重要な課題であると思います。また全国的に調査をしてみ

ると、本市と同規模自治体の半分以上では、地域包括支援

センターを委託していることも承知しています。 

しかし、地域毎に地域に根差し、移動手段が限られた 65

歳以上の高齢者を対象としている地域の行政窓口であり、

高齢者に限らず、障がい者の方々への対応、介護家族の相

談や家庭での様々な問題、福祉補助などの行政相談にも対

応をしなければなりません。その解消や手助けをしていく

ことが地域包括支援センターの役割になっている以上、非
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常に多様で膨大な市民相談を受けなければならない重要な

市民福祉の施設であります。 

本質問冒頭の認知症発症推計数値からも、今後益々ニー

ズや重要性が高まって行くことから、相談スペースなどは

ゆったり相談が出来る様に拡げるなどして、今以上に包括

は地域の皆さんが相談し易い場所にするべきだと考えます。 

そこで質問します。適切な地域包括ケアシステム構築に

於いて、また今後本市が中核市を目指していく中に於いて

も重要な地域の福祉窓口であり、公助で行わなければなら

ない最重要な福祉機能を有する施設であります。地域包括

支援センターの機能強化としての市直営化や、補助拡大に

ついて、当局の御所見をお示しください。 
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○相良治彦 甲府市 福祉保健部長 答弁 

「認知症ケアバスについて」 

認知症ケアバスにつきましては、認知症の方とその家族

が、住み慣れた地域で安心して暮らすために、状態や症状

に応じて受けられる支援やサービスの内容をご案内するこ

とを目的として、本年３月に作成したところであります。 

このケアバスは、個別のケースに応じた相談活動や適切

なケアマネジメントの中で活用を図っていただくため、地

域の相談支援の拠点である地域包括支援センターを中心と

して、居宅介護支援事業所、民生委員・児童委員や医療機

関などに配布しております。 

また、住宅で認知症の方を介護しているご家族など必要

とされる方には、市の窓口や地域包括支援センターなどで

お配りするとともに、市ホームページにも掲載しておりま

す。 

今後におきましても、認知症ケアバスの趣旨などについ

て、広く理解していただけるよう、周知に努めてまいりま

す。 
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○相良治彦 甲府市 福祉保健部長 答弁 

「地域包括支援センターの機能強化について」 

地域包括支援センターは、平成１７年６月の介護保険法

の改正により、住民の福祉向上の支援を地域に密着して包

括的に行うために措置するものとされたことから、本市で

は平成１８年４月から介護事業に実績のある社旗福祉法人

などに委託して運営を行ってまいりました。 

地域包括支援センターにおいては、保健師などの職種別

会議を定期的に開催するとともに、本市が、事業評価や指

導監督を毎年行い業務水準の向上や標準化に努めてまいり

ました。 

また、昨年度、各センターに認知症地域支援推進員を新

たに配置し、機能強化を図るとともに、職員の処遇改善に

も意を注いでいるところであります。 

今後におきましても、各地域包括支援センターが地域に

おける住民の総合的な相談窓口として、その機能が十分果

たせられるよう、業務状況などを検証する中で、機能強化

に向けて指導に努めてまいります。 
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○佐野弘仁 再質問 

ご答弁ありがとうございました。 

まず地域との関わりについてですが、私の住む伊勢地区

ではインフォーマルな共助、近助として、認知症予防や健

康寿命延伸を目指しボランティアで、伊勢地区相談役の方

が中心となり「伊勢地区、ひまわり会」を 65 歳以上の 60

余名の会員の方々で結成し、上九の湯や伊勢悠遊館で手芸

教室、カラオケ教室などで寄りあい親睦を深めております。 

市からの補助などは全く無いなか、市民からの発議で奇

特なこの様な集い合いが充実することは大事だと思います。 

認知症ケアパスにつきまして一点、要望致します。まず

介護事業所につきましては、全事業所に配布されてでは無

いことを承知しています。 

これは介護専門の方々には必要なアイテムとも考えられ

ることから、全事業所に配布をお願いしたいと考えます。

包括では配布されていますが、現場で従事されている方々

の特にケアマネさんには配布と共に、現場で従事されてい

るなかで予防のため必要な方への周知を行って頂く事と、
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ケアマネさんへのレクチャーをお願いしたいと考えます。 

また、認知症者数の推計も 3 年前より 1.6 倍増えたこと

での必要増も考えられることや、認知症ケアパスの内容が

非常に良いことから、一般家庭へ配布し充分に活用できる

ものであると考えます。一般市民には「認知症ケアパス」

が一体どういうものなのかも解らない現状では勿体無いで

す、まずは先ほどの「ひまわり会」等のボランティア団体、

老人クラブなど必要とされる可能性がある方々への周知や、

予防のためにも一般世帯への配布も検討して戴きたいもの

と考えます。 

地域包括支援センターについてですが、事業評価での、

それ以上の補助についてなどの問題など大変難しい課題も

あります。また委託先が社会福祉法人であることから、現

状でも利用者数の増加に拠り相談スペースなどが手狭の場

合も有り、広くしてもらいたいなどのお願いもし難く、  

利用者の個人情報や利便性などを考えると、手立てを考え

なければならないものと思います。 

更に今後も相談者数は増加の一途を辿ることが大いに予
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想されますので、現状と今後を考えると、包括自体の数を

増やしていくかや、公民館などの公共スペースを使って市

直営などでの検討もお願いしたいと思います。これを要望

に付して質問を閉じさせて頂きます。 

 

以上を持ちまして、会派公明党 12 月度の質問を終了いた

します。ご清聴大変にありがとうございました。 

 

 

 

 

 

 

 

 


